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問題の所在と目的
２００７年４月１日から学校教育法「第６章 特殊教育」は「第６章 特別支援教育」へと改正された。これにより，
盲・聾・養護学校が特別支援学校，特殊学級が特別支援学級へと名称変更された。法改正に先立ち，２００１年に「特
別支援教育の在り方（最終報告）」が出され，特殊教育から特別支援教育への転換が明記された。
このような名称改正がある中で，文部科学省は教育の目的を引き続き，従来の「社会参加と自立」に置いてい
る。知的障害教育では，この目的を達成するために高等部段階で個別移行支援計画を作成して社会への円滑な移
行が目指されている。その際，職業教育と関連づけて進路指導が行われていることが多い。筆者は本稿に先立ち，
職業教育の変遷過程を検討して障害児観や社会的背景によって教育目的が異なっていたと結論づけた１）。そこで，
戦後の知的障害教育における進路指導の変遷を職業教育の目的と関連づけて調べ，特別支援教育における進路指
導の在り方について検討することにした。
検討にあたって，進路指導の観点から法制度，行政の教育方針，実践状況について職業教育の時期区分に沿っ
てみていくことにした。田中良三は，職業教育の時期区分を次のようにしている。特殊な職業教育観の成立－
模索期（第２次世界大戦後～１９５０年代前半），合科・統合の作業学習－養護学校学習指導要領の制定（１９５０年
代後半～１９６０年代），高等部（普通科）における職業教育－養護学校高等部学習指導要領の制定（１９７０年代），
高等部における職業教育の検討－１９８０年代）２）また，進路指導の対象についてみたとき，１９７９年の養護学校教
育義務制実施以前と以後とに変化が顕著である。すなわち，義務制実施以後，障害の程度が重い子どもが増えて
おり，彼らを対象にした実践が行われる中で，進路指導が多様化していったと推測された。そこで，田中による
時期区分と，養護学校教育義務制実施以前と以後とに大別して，次のように時期区分を修正・変更した。
１．養護学校教育義務制実施以前の進路指導（第２次世界大戦後～１９７９年３月）
 中学校特殊学級における進路指導（第２次世界大戦後～１９５９年）
 養護学校整備，拡充期における進路指導（１９６０年～１９６９年）
 養護学校拡充期の進路指導（１９７０年～１９７９年３月）
２．養護学校教育義務制実施以後の進路指導（１９７９年４月～１９９０年代）
 養護学校高等部再編化における進路指導（１９７９年４月～１９８９年）
 生徒による「自己選択・決定」に基づく進路指導（１９９０年代）
．養護学校教育義務制実施以前の進路指導（第２次世界大戦後～１９７９年３月）
 中学校特殊学級における進路指導（第２次世界大戦後～１９５９年）
中学校に特殊学級が設置されることになったのは，１９４７年に学校教育法が施行されたことによった。同法第７５
条に，小学校，中学校及び高等学校に特殊学級を置くことができるとされた。特殊学級対象児の障害の程度につ
いては，１９５３年６月の文部省事務次官通達文初特第３０３号「教育上特別な取扱いを要する児童生徒の判断基準」
において「精神薄弱者」の判断基準が「白痴，痴愚，魯鈍」のうち，軽度の魯鈍程度とされた３）。
戦後から１９４８年までに「精神薄弱生徒」を対象とした中学校は，次の５校であった。東京都品川区立大崎中学
校，新潟県新潟市舟栄中学校，大阪府四条町立四条中学校，山口県呉市立広中中央中学校，福岡県小倉市立企救
中学校４）。このうち，品川区立大崎中学校の設立に関して，城戸幡太郎は新教育の実験的研究を行うために学級
を設けたとし，次のように述べた５）。
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旧制の中学校は旧制の高等学校から大学へまで進学させるために選ばれた生徒の教育が主となっていました。
これが義務制となって小学校を卒業したものが，すべて入学するとなると，そのカリキュラムは改められるとし
ても，問題となるのはこれまで特殊学級で教育されていた児童の教育です。これからはどうしても中学校に特殊
学級を設けなければならないが，それはまず実験的に研究してみなければならないと考えました。これが私が教
育研修所に特殊学級を設けようとした動機でした。
このような経緯のもと，品川区立大崎中学校は１９４７年に開設された。教育の方針を個性に応じた教育を行い，
生活と生産に直結することに置いた。当初は，教科中心のカリキュラムであったが，１９５１年に実施した「バザー
単元」を機に，総合生活教育として生徒達の将来の職業生活につながるものが意図された。そして，生活カリキ
ュラムとして後の，「学校工場方式」へとつながり，わが国の知的障害教育の一大エポックを築いた６）。
学校を工場にみたてた方法の発祥校は，１９５４年に設置された東京都荒川区立第一中学校であった。同校では，
「学校工場方式」による職業教育を実践し，その目的と基本を以下のように掲げた７）。
１．目的
社会的に流通する品物を生産し，またそれを処理することによって利潤を得るという行為を通じ，社会生活・
職業生活に必要な基礎技術および社会生活ならびに職業生活適応の能力を育成する。
２．「学校工場」構成上の基本の形。
継続的，設備，学級生活の統合，役割の明確化，利潤の追求，標準作業・製品規格，地域の生
産社会との交流。
学校工場方式を支えている理論的拠点
 「学校」工場方式は，精神薄弱教育内容をその必要量においてバランスを保って用意することが出来る。
 「学校工場」形態は職業教育活動のよきモチベーションであり，また意志教育を通じて彼らに一番必要な
職業人態度を育成するに最良な方法としての動機づけの場を持ち得る。
 「学校工場」を運営するための役割組織を持つ集団行動は，自己の能力や価値と言うものを相対的に自覚
させ，自我の分化を促す働きを持つ。
 「学校工場」方式は，分担役割の責任ある遂行を要求する。
 「学校工場」は，現実との対決にたえる（理性的認識）を育成する実践の場であり得る。
 「学校工場」は社会にいかに適応させるかという精神薄弱教育の目標をじかに受けとめる現実度の高さを
もっている。
渡辺健治は，「学校工場方式」の指導方法として職業技術よりも対人関係がうまいこと，共同作業ができるこ
と，上役の指示を守り，与えられた仕事を黙々と果たすような作業態度の確立であり，社会適応を重視していた
と述べている。そして，荒川区立第一中学校における学校工場方式は職業教育の典型的な方法として青鳥中学校
をはじめ，各地の特殊学級で実施され１９６０年代まで隆盛を極めたという８）。
先に述べたように，養護学校教育の義務制が１９７９年と実施が遅れたため，中学校特殊学級が社会自立を目指し
た教育の場の中心になった。そして，一般就労を目指した職業教育のもとで職業指導が行われた。しかし，知的
障害児の就労は困難であり，当時の文部事務官山口薫は，知的障害教育の最も重要な問題は職業教育であり，解
決困難な問題の一つであると述べ，各中学校の課題を次のように紹介した９）。
現在までは失敗の事例ばかりである。原因１．初年度の学級経営が教科学習に偏っていたこと。２．地域社会
の受け入れ態勢に働きかけをしていない。３．能力の低い者には職種の選択が適当でない（札幌・美香保中）。
卒業生８０名中９９％が就職しているが，その中６割は転職している。その理由として，対人関係がうまくいかない
ことや収入が少ないためとなっている（静岡・嶋田一中）。入学当初から卒業後就職させる職親を探すことを心
掛けさらにその職親に子どもの取り扱いを理解してもらうよう努めている（姫路・琴陵中）。就職できない者を
対象に，埼玉県に土管の職業実習所を設けた。また，都内に竹かご工場設置の具体策を検討中である（東京・青
鳥中）。
山口は，社会状況からいって，中学卒業と同時に全員就職は望めないので，中学卒業後に職業教育コースを設
八 幡 ゆかり
―４４―
けることが必要であると提案した。そして，職業教育の他に就職の世話，就職後の補導，再教育の場という意味
をもったアフターケアセンターを企図した１０）。
このように労働分野との連携が指摘されたが，労働行政側ではどのように捉えていたのであろうか。労働省職
業安定局雇用安定課身体障害者係長の小林司郎は，就労施策の課題と対応について次のように考えていた１１）。
当面する課題としては，精神薄弱者が少なくともその労働能力を最高に発揮することができ，またその働きに
ふさわしい安定した賃金が得られるような職場を発見することに手をつくさなければならない。そのためには，
職業安定機関は，もっとよく精神薄弱者を知る必要がある。さらに雇用の場に積極的に送り込むためには，義務
教育終了後の機会が重要でありそれまでには社会性と技能を身につけておくことが望ましい。
上記のように，職業安定機関（職安）の役割を重視していたが，実際には十分ではなく，１９５３年に障害児の判
別基準に関わった杉田裕は，知的障害児の就労支援に行政の関与が消極的である，と次のように述べた１２）。
精薄児について，いろいろな仕事や進路の開拓についての情報の提供は，個人的に行われており組織的に行わ
れていない。また社会においても精薄にむいた職業分野が用意されているわけではない。職業訓練課程のありか
たについてはその内容方法については試行錯誤的段階にあり，あくまで今後の課題であろう。補導についてもも
っぱら個人に依存している。精薄の職業教育は奴隷的なものであってはならない。できるだけ理解ある事業主を
見出しさらに国家的保障をあたえるべきであろう。問題の所在をよくとらえて正しい方向に解決する姿勢を改め
て確立しなければならない。
望月勝久は，戦後から１９５０年代における知的障害者の就労問題を取り上げ，当時の労働条件について次のよう
に指摘した１３）。
職業教育として，現実の社会の〈きびしさ〉に耐える力を特に要求する立場に対し，精神薄弱児にもっと生活
を楽しませることを考えてやるべきではないかという意見が出されたが，卒業生を実際に社会に送り出して失敗
の事例を多く抱えている先生方からはそうしたきびしさがどうしても必要であるという意見が強かった（中略）。
そこで，在学中から実際の職場へ出してそこで指導する校外実習によって前述の〈きびしさ〉を身につけさせる
方法が，より有効且実際的であるという考えが出された。
また，望月によると知的障害者に対する労働市場の条件は「いずれも精神薄弱者を質の低い労働力として考え
ているのであり，当然の結果として，その就業形態も極めて不安定かつ不完全なものとならざるを得ない状態」１４）
であったという。１９４９年に身体障害者福祉法が制定され，彼らの就労体制が職業安定所に位置づけられ就労紹介
を行う構えが少しずつ整っていったが，知的障害者は同法の対象外であり，当時は経済が緒についたばかりで，
企業自体の保障がつかない状況にあり，知的障害児にまで就労の手は伸びてこなかったと指摘した１５）。
この時期は，進路指導ではなく職業指導という名称のもとで，中学校特殊学級で一般就労を目指した指導が行
われたが，厳しい社会情勢下で，法制度，教育及び労働行政間の連携がなかっため，就労が非常に困難であった。
 養護学校整備，拡充期における進路指導（１９６０年～１９６９年）
１９６０年に「公立養護学校整備特別措置法」が制定された。同法において公立養護学校の設置促進，教育の充実
を図るために，国や都道府県の建築費，教職員の給与などの経費負担について特別の措置を定められた。そし
て，１９６３年に養護学校学習指導要領が公示され，知的障害養護学校の教育対象は知能指数５０～６０程度とされ，一
般目標が次のように示された１６）。
１．健康・安全で，自立的な生活を営むために必要な日常の生活習慣を養い，その能力を十分に発揮させるた
めに心身諸機能の調和的発達を図ること。
２．学校内外における集団生活に参加させ，人間相互の関係の理解と，処理や集団生活に必要な規律等を習得
させ，もって社会生活への適応性を養うこと。
３．身辺の生活および社会事象に対する関心と理解を高め，日常生活に必要な衣・食・住および経済に関する
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初歩的な知識と基礎的な技能を養うこと。
４．郷土や国に対する理解と愛情を持たせ，また世界の国々や人々に対して親しむ気持や関心を持つ態度を養
うこと。
５．日常に必要な国語や数量的な関係を理解させ，それらを使用したり，理解したりする能力を養うこと。
６．自然界の物象に対する関心と理解を深め，自然を愛し，生活を豊かにし，合理化する能力を養うこと。
７．生活を明るく楽しくする音楽・造形・演劇・映画等に対する関心を高め，それらに関する基礎的な理解と
技能を養うこと。
８．いろいろな作業および実習等を通して，職業生活に必要な基礎的技能と勤労を重んずる態度，および進ん
で社会生活に参加していく能力を養うこと。
上記の第８の目標から窺われるように，進路指導は１９５０年代と同様に，就労を目指した指導が行われたといえ
る。そして，知的障害児の特性から，各教科，道徳，特別教育活動，学校行事等の内容を統合した「合科・統合」
の教育課程が編成され，授業時数の配当は教科別の時間数を示さず，最低時数ではなく標準時数とされた。
この時期，１９６０年に「身体障害者雇用促進法」が制定されたが，知的障害児の就労促進事業は行われていなか
った。先の法律は，身体障害者の雇用促進と職業の安定を図ることが目的とされた。そして，附帯決議の中に，
「精神薄弱」などに対する就職促進施策を実施することが挙げられた。１９６４年に，旧労働省の行田忠雄は知的障
害者の雇用促進のために公共職業安定所の活動を促進し，特殊教育機関や施設との連携によって経済生活の自立
を図れるとし，次のように述べた１７）。
『重度身体障害者ならびに結核回復者および精神薄弱者の雇用促進法』に関する答申において『精神薄弱者の
生活設計の終局の目標は職業生活の安定にあること，職業安定機関は，特殊教育機関，施設と連けいしてその卒
業，退所予定者に対する職業指導を強化すべきこと（後略）』を強調している。職業生活の安定，経済生活の自
立は精神薄弱児をもつすべての人々の念願と考えられる。
だが，この法律の成立過程について香川大学の山田耕造は次ような問題を指摘した。雇用率が著しく低く，
それを達成する義務も単なる努力義務＝モラルに止まっている，雇用率の妥当性については，民間企業に対す
る雇用率の適用単位が事業所であるため，大企業であっても比較的小規模の事業所を多数有する場合には，従業
員総数に比べごくわずかの雇用義務しか掛からない，最低賃金保障について同法の対象となる障害者は，身体
障害者に限られ，「精神薄弱者」をはじめとする全ての障害者を対象にはしていない１８）。こうして，先の附帯決
議に彼らの就職促進が挙げられたものの，知的障害者が雇用率に算定されたのは１９９８年の改正からであった。こ
れらのことから，知的障害者に対する就労施策は身体障害者に比べて消極的であったといえる。
１９６０年代になると，進路指導関係の実践報告が雑誌「精神薄弱児研究」に増えていった。同誌に「進路指導」
という用語が初めて登場したのは，１９６０年１月号であった。第８回精神薄弱者協議会の第９分科会において「女
子精薄の進路指導」の討議内容が報告された。それによると，就職問題が取り上げられたものの，男子とは異な
り，最終的目標は結婚することにあった。先の協議会は，全日本特殊教育連盟と旧文部省の主催で行われた全国
的な大会で，第７回までは全国特殊学級研究協議会の名称で実施されていた１９）。小宮山倭は１９６５年１２月号に「進
路指導の意義と問題」と題して，中学校の進路指導の目標が社会の職業的知見と技能と態度の育成を求め，自己
の進路を運ぶ能力を養うことにあるのに，知的障害児については就労に偏った教育を行っていると批判した２０）。
そして，進路指導の一領域を「補導」として次のように述べた２１）。
…卒業しても補強的な指導が切実に要望されるのである。それがいつ完全に手ばなしでよいと決められるかは
不明であるが，少なくとも進路指導の任務の，最終の領域として，かなり長く続くことである。
小宮山は，上記のように就労後のアフターケアの重要性を指摘すると共に，中学校で実施している進路を自己
選択する，といった方針とは異なる見解をもち，次のように述べた２１）。
…精薄児にとってはむしろ十分な補強を加えて，進路決定に誤りのないことが主要目標でなければならない。
（中略）自らの嗜好や，執念・好悪があって，それに基づいて方向をきめようという場合が，ままあるので，そ
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れが周囲の判断と異なる場合には，説得について，気長で十分な根気が必要であろう。
小宮山は，このように知的障害児については将来の自己選択よりも進路決定を誤らないことに主眼をおいた進
路指導を重視していた。この頃，彼らに合った職業を決定するために，職業適性検査が導入され，東京都江戸川
区鹿本中学校では日本職業指導協会の標準一般職業適性検査を実施した。その結果，従来，知能指数が７０以下の
者は適職がないとされていたが具体的な指導を行って就労につなげられた２２）。そして，中学校特殊学級や養護学
校に校外実習が取り入れられたが，目標の一つに職業適性の検討が挙げられた。島田市立島田第一中学校では，
校外実習の指導目標として次の３点を挙げた。実際に体験することで実社会の厳しさを体得させる，集団生
活の適応性を観察し，今後の指導技術の改善に努める，個人に適した職種の発見に務め，将来就職するための
指針とする２３）。また，伊勢崎市立伊勢崎養護学校では中学部の校外実習の目標について次の３点を挙げた。中
学校の「正常児」と同じく職業的自立を図るために彼らより早く入職して技術や対人関係を養成する，中学校
のような学習への意欲がなく試験という試練がない。校外実習は社会の人から技術や態度，人間関係などを評価
してもらう重大な試験の場である，第一線の産業現場にでることで，労働の価値を認識し，適性の発見に努め
ることが実習の原則であるが，夏季に選職，冬季に就職先としたい２４）。しかし一方では，学習指導要領の基準に
沿った教育課程において校外実習と労働者の概念規定が１５歳未満であることが法制度上承認されるのか，といっ
たことが問題になった。これに対して，旧文部省は教育課程の実施計画を提出すれば授業として認めるという見
解を示した２５）。さらに，旧厚生省と一緒に合法的な職業訓練やアフターケアの専門機関を設置し，校外実習をし
なくてもその目的が達成できるようにしてほしい，という要望があったが２５），実現されなかった。
このように，この時期は中学校の生徒と就職を競う状況下にあったことで中学部段階から職業に就くための教
育に力が入れられており，現在よりもなお一層，厳しい就職戦線にあったことが窺われた。そして，高等部の位
置づけについて，田中良三によると前半は「職業補導」「アフターケア」対策として消極的捉え方であったが，
中頃になり就職できる者をさらに教育訓練して職業技術や自制力，常識などを高めていく考え方になり，後半に
は積極論と消極論とが拮抗したという２６）。
 養護学校拡充期の進路指導（１９７０年～１９７９年３月）
１９７０年代になると，知的障害教育の中心は養護学校高等部に移行していった。１９７１年に養護学校（精神薄弱教
育）小学部・中学部学習指導要領が告示され，校外実習が「現場実習」として位置づけられた。また，１９７２年に
養護学校高等部学習指導要領が告示された。同要領の特徴として，養護学校高等部に在籍する生徒の障害程度は
比較的軽く，将来の職業生活を目指すものが中心であったとされている２７）。１９７４年の養護学校学習指導要領解説
書に，中学部の教科「職業・家庭」に，現場実習が作業や実習が最も教育効果が期待できる学習形態であるとさ
れた。そして，「職業・家庭」の留意点として次の３点が挙げられた。生徒の実態より作業や実習のねらいを
おさえる，関連学習をその教科や領域で系統的に指導するか，あらかじめ計画を立てる，作業や実習の学習
内容をおさえ，他教科や領域にその主な指導を委ねたり，漫然と仕事をやらせないようにする２８）。このことから，
「職業・家庭」は教科として位置づけられながらも中学校の「技術・家庭」とは異なり，あくまでも職業教育の
一環として就労が目指され，作業学習の延長上にあったと言えよう。
１９７０年代初めには，後期中等教育の在り方が提言されるようになった。１９７２年，小宮山倭は後期中等教育の目
標を「自立して職業的責務を果たし，充足感をもって生きていけるようにすること」とした。そして，青年期の
人間形成の中心に高等部を位置づけて重度の者は医療保護，軽度の者は学校教育の対象とに分けると提案し
た２９）。
また，この時期になると養護学校高等部の設置拡大が促進された２６）。そして，高等部在籍者が１９７６年頃から急
増した３０）。この背景に，先述のように１９７２年１０月に高等部学習指導要領が告示されたことと，これに先立ち，同
年３月，教育課程審議会が「盲学校，聾学校および養護学校の教育課程の改善について（高等部）」が答申され
たことが関与していたと考えられた。同答申において，次のように述べられた３１）。
最近の特殊教育の普及に伴い，盲学校，聾学校および養護学校の高等部に進学する生徒がしだいに多くなると
ともに，これら生徒のもつ障害の程度は，極めて多様なものとなってきている。このような現状を踏まえひとり
ひとりの生徒の能力・適性に即応した教育を行い，障害からくる種々の困難を改善し，それぞれがもつ可能性を
じゅうぶんに伸ばし，より豊かな進路を開拓していくことをめざして，盲学校，聾学校および養護学校の高等部
知的障害教育における進路指導の変遷
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が，心身に障害を有する青少年に対する後期中等教育段階における重要な教育機関としての役割をよりよく果た
すようにするためには，特に次の点に留意し，高等部における教育課程の改善を図る必要がある。
そして，以下の５点が留意点として挙げられた３２）。
 中学部教育との間の適切な一貫性を図るとともに高等学校における教育課程改善の趣旨を生かして，生徒の
障害の種類・程度や能力・適性・進路などに応じた教育が行われるにようにする必要があること。
 人間として調和のとれた発達を図るとともに，国家および社会の有為な形成者として必要な資質の育成をめ
ざし，積極的に社会に参加しうる能力と態度を養うことを重視する必要があること。
 生徒の障害およびこれに起因する心身の発達上の遅滞や欠陥を補い，障害による不利な条件を克服させるた
めに必要とされる特別の指導が，中学部における指導の基礎の上に立って，いっそうの充実が図れるようにす
る必要があること。
 生徒の障害の種類・程度や能力・適性・震度などに応じた教育が行われるようにするため，学科や教育課程
の多様化を図るとともに，その運営が弾力的に行われるようにする必要があること。
 教科・科目の種類および単位数については，高等学校に準ずるようにするもののほか，生徒の実態や進路な
どに応じた考慮する必要があること。
こうして，進路指導は高等部中心に移行していったが，盲学校や聾学校のような専門科目としてではなく，普
通科における職業教育の中で実施された。そして，養護学校高等部学習指導要領解説書において教科「職業」に
進路指導に関して４１項目にわたって記載された。その内容の取り扱いについて，以下のように示された３３）。
 高等部「職業」は，重要性を考慮し，中学部「職業・家庭」を発展的に分化，独立させたものであるので，
その点に留意して指導することが大切である。
 指導にあたっては，出来るだけ実習や現場実習を通して実際的な能力を高めるように指導すること。
 実習や現場実習の内容選択に当たっては，生徒の能力・特性および学校や地域の実情に応じて，次に掲げる
項目を参考にする（中略）。
 現場実習の実施に当たっては，慎重な計画を立てるとともに保護者，公共職業安定所，事業所その他関係先
と密接な連絡を図ることが大切である。
 実習や現場実習の実施に当たっては，健康・安全に十分留意して指導する。
 他の教科や領域と密接な関連を図り，できるだけ総合的に取り扱うことが大切である。
この時期は，就労を目指した進路指導が行われたが，一方では１９７３年に養護学校教育の義務化に関する政令が
公布されて１９７９年から実施されることになり，重度・重複障害児教育の在り方が課題になった。そして，旧文部
省は１９７５年３月に「重度・重複障害児に対する学校教育の在り方について」を報告し，彼らの人間としての発達
を促し，その能力を伸ばすことが課題であるとした３４）。実践現場でも１９７４年に島根県松江市立第一中学校が重度・
重複障害児の増加に伴って彼らへの進路指導の必要性を報告しており３５），対象児の変化が窺われた。
他分野との連携については，村泰男は前時期から職業安定所でも身体障害者とともに知的障害児の雇用斡旋
が行われるようになり，中学校特殊学級の卒業者が多方面に就職できる割合が増加してきた述べた３６）。１９７２年に
「心身障害者職業センター」が設置され，労働分野との連携が具体化された。そして，職場適応訓練制度が設け
られたり，知的障害者を雇用する事業主に雇用奨励金を支給された。身体障害者雇用促進法が１９７３年に改正され
て知的障害者の雇用促進が考慮された。同年１１月，旧労働省の職業安定局業務指導課長の加藤孝は次のような施
策を挙げた。公共職業安定所で求職登録制度を実施し，窓口に来た知的障害者を登録して必要に応じて職場適
応指導を行う，知的障害者に職業適応のための訓練を実施し，終了後はその事業所に採用してもらうための職
場適応訓練制度を身体障害者と同様に設ける，知的障害者の雇用主に，１年間にわたり毎月８千円の雇用奨励
金を支給する。しかし，知的障害者を法定雇用率の対象に適用せず，その理由として次の点が挙げられた。知
的障害者の判定基準や判定方法については十分確立していない，知的障害者の適職範囲は，拡大されつつある
が，身体障害者より限定されている，知的障害者を雇用率の対象にしたとき，既に雇用されている場合，知的
障害者であることが明らかになり，本人及び家族に与える影響が懸念される３７）。
１９７０年代後半になると，本人による進路の選択・決定を重視するという考えがみられるようになった。１９７７年
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に名古屋大学の村上英治は，進路指導について自らの進路を自ら選択して自らの足で力強く歩み出していく志向
性を育てて主体的な生き方を育成すると述べた。そして，重度・重複障害児への後期中等教育の在り方が問題に
突き当たると予測した３８）。この問題に関連して，東京都では養護学校中学部の卒業生は年々増えているが高等部
が不足しており，また進学者に障害の程度が重い生徒が増えており，それに対応した集団づくり，カリキュラム
作りなど教育内容の創造・充実が重要な課題となっていた３９）。
こうして，この時期には後期中等教育の必要性が高まるにつれて，進路指導の場は養護学校高等部が中心にな
っていった。そして，就労することが目的であったが，進路選択・決定といった生徒の自主性を重視する考え方
がみられるようになった。また合わせて，重度・重複障害児にとっての後期中等教育の在り方が課題になった。
．養護学校教育義務制実施の進路指導（１９７９年４月～１９９０年代）
 養護学校高等部再編化における進路指導（１９７９年４月～１９８９年）
１９７９年に養護学校教育の義務制が実施され，これまで就学猶予・免除となっていた障害の重い子どもたちが養
護学校に入学し，彼らの教育が問題になった。そして，障害の重い生徒と軽い生徒が混在する高等部において進
路指導の在り方が検討されるようになった。同年，盲学校・聾学校及び養護学校高等部学習指導要領が改訂さ
れ，１９８２年から実施された。同改訂において，進路指導は次のように明記された４０）。
進路指導は，個々の生徒が自ら将来の進むべき道を選択し，決定できるようにするとともに，自分の生きがい
と深く関わる進路についての自覚を深めさせることを意図する。そのためには，個々の生徒のもつ能力・適性，
興味・関心，意欲等を的確に把握し，全人的な生徒理解に基づいて適切な進路指導を進めなければならない。
今回の学習指導要領は，養護学校教育義務制実施によって障害の重い子どもたちが学校教育を受けられるよう
になったことが反映されたといわれている４１）。そして，障害の重度化・重複化を考慮して各教科の内容が発達年
齢１歳までに下げられた４２）。
また，１９８２年に特殊教育研究調査協力者会議において「心身障害児に関わる早期教育および後期中等教育の在
り方」が報告され，後期中等教育について以下のように述べられた４３）。
後期中等教育については，一般に心身障害児が障害のない者に比べ，社会的自立の困難性が大きいことにかん
がみ，これに対して，後期中等教育段階の様々な教育の場において，特に，職業教育を中心とした教育を行うこ
とにより，可能な限り社会的自立を促すことが望まれている。
同研究協力者会議で過去３年間にわたって研究調査が行われ，医療，福祉，雇用等を含めた幅広い視野から後
期中等教育の在り方について取りまとめ，知的障害教育の後期中等教育の意義について次のように述べられ
た４４）。
養護学校高等部についてみると，当初，中学校精神薄弱特殊学級卒業者や養護学校中学部卒業者のうち，直ち
に就職が困難な者に限って受け入れる傾向にあったが，次第に障害の多様な生徒を対象とするようになってきて
いる。精神薄弱者の後期中等教育は，社会生活を営む上で必要な知識，技能，態度を生徒の実態に即して身につ
けさせ，社会性の発達を促し，将来可能な限り社会的自立を図る上で大きな意義がある。
具体的な対応として，障害の比較的重い者と軽い者の両方に後期中等教育の場を整備することが挙げられた。
また，教育活動全体を通して生徒の能力・適性等の的確な把握に努め，実態に即した組織的，計画的な進路指導
を進める必要があり，障害の多様化に応ずるため，関係機関との連携を密にすることが大切であるとされた４４）。
しかし，田中良三は先の報告について軽度の者には職業教育の拡充を，重度の者には抑制，といった差別的な対
応を基調としていると批判した。そして，このような異なる対応が示されたことで，１９９０年代になって実践現場
では彼らを分けた対応が迫られ，養護学校高等部が再編されていくことになったと指摘した２）。
障害の軽い生徒への対応策である職業教育の充実について，１９８８年，教育課程審議会特殊教育部会は「盲学校，
聾学校及び養護学校の基準の改善について」を答申し，高等部における職業教育の充実が挙げられた４５）。この答
知的障害教育における進路指導の変遷
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申に基づき，１９８９年に養護学校高等部に職業学科の設置を明記した学習指導要領が告示された。このことは，知
的障害教育において画期的であり，従前の普通科での意欲や態度を重視した「普通教育」としての職業教育と平
行して技術や技能を育成する「専門教育」によって一般就労への道を開拓する意図を持っていたと言えよう。
この時期の施策について，渡部昭男は高等部教育の保障を一見，推進しているかのようにみえて，職業自立が
見込めない重度の障害児の切り捨てにつながっていると批判した４６）。
法制度面においては，１９８７年に「身体障害者雇用促進法」が「障害者の雇用の促進等に関する法律」に改正さ
れ，法律の対象が全ての障害者に拡大された。旧労働省障害者雇用対策課の津田勝典は，知的障害者の雇用義務
は課せないものの，身体障害者雇用率制度及び身体障害者雇用給付金制度に基づいて身体障害者とほぼ同様の措
置が適用されると述べた。また，地域障害者職業センターにおいて知的障害者への職業準備訓練の本格的実施等
を行い，彼らの雇用対策を推進するための役割が一層大きなものになると報告した４７）。
１９８７年に松矢勝宏は進路指導の理念を，生徒の願いを実現するために彼らの努力を促してサポートする過程で
あると述べた。そして，一個人として社会で生涯に行う仕事と役割の全体（キャリア）を考えてみると，職業と
してのキャリアの他に，余暇的，家庭的，市民的な領域におけるキャリアが人生の充実に重要であると指摘した。
松矢は，軽度から重度までの多様な障害をもつ児童生徒の進路を考える場合には，就職や進路に限らず，作業所
における就労や施設入所までの多様な進路が考えられ，トータルな観点から接近する必要があると提言した４８）。
ここで，１９８０年代における「精神薄弱教育研究全国大会・進路指導分科会」の討議内容から進路指導の在り方
について概括したい。１９８１年の第１９回大会の進路指導のテーマは「ひとりひとりの実態に即した進路指導」であ
った。中学校と養護学校から個々に対応した指導の必要性が共通して指摘された。また，生徒理解，進路情報，
啓発活動，進路相談，予後指導について討議された４９）。翌年の第２０回大会第１４分科会でも同じテーマで行われ，
埼玉大学附属養護学校高等部では可能な限り，職業自立を目指すが生徒の重度化・多様化が進んでいる現状か
ら，基本的に本人にとって適切であると思われる進路の選択を入学した時点から考えていると報告した。研究討
議では，多様化，重度化の中で，特に情緒障害のある者に対する進路の選び方や進路指導が高等部入学からでは
遅すぎる，といった論議が行われた５０）。１９８３年の第２１回大会第５分科会の進路指導のテーマは「一人ひとりに生
きがいを持たせる進路指導」であった。滋賀大学附属養護学校では，小・中・高一貫の進路指導を検討し，重点
目標を次の２点に置いた。生活人としての自立を図る，生産人としての自立の基礎を充実させる。そして，
進路開拓のために職業安定所や福祉関係諸機関の協力を得ていることが報告された５１）。１９８４年の第２２回大会第１１
分科会の進路指導のテーマは，昨年度と同じであった。研究討議は，次の３点が挙げられた。進路指導計画や
後期中等教育について。進路指導の在り方や，高校に「特殊学級」を設置したり，職業訓練校の増設や，養護学
校高等部の選抜方法や多様化への対応等，就労，教対策等について。「精神薄弱者」の雇用促進，職場実習の
あり方，各種就労助成金制度の拡充，賃金問題，実習や職場開拓，授産施設等の増設，過疎地の就労問題，地
域社会の育成等について。青年学級や成人大学，地域社会の啓蒙連携，定着指導の充実，福祉ホーム等５２）。１９８５
年の第２３回大会第１７分科会は，高等部教育として「一人ひとりの実態や特性に応じた教育課程」がテーマであっ
た。そして，進路指導について職業安定所や作業所，施設との連携方法，就職先の開拓，離転職の防止方法，賃
金問題，重度児の進路，身体障害者雇用促進法と知的障害者等，多岐にわたって協議された５３）。１９８６年の第２４回
大会第１７分科会は，高等部教育として「社会自立をめざす教育課程」がテーマであった。そして，進路指導につ
いて現場実習の結果や諸検査等，幅広い資料と実践結果が必要で，職場開拓には関係機関との連携が大切である
が，特に生徒の働く意欲，積極性の育成といった学校の果たすべき役割が重要で，卒業後の予後指導の必要性が
強調された５４）。また，厳しい社会情勢のもとでは関係諸機関と連携を取りながら指導を行うことで展望が開ける
といった提言が行われた５５）。１９８７年の第２５回大会第２０分科会は，高等部教育として「将来の展望を明らかにする
教育課程」がテーマであった。そして，知的障害児の実態が重度・重複障害の生徒が増えていることから，研究
協議において国立特殊教育総合研究所の宮崎直男は次のような助言を行った５６）。
小・中・高と積み上げている高等部には重度児の在学が比較的多い。高等部のみの場合は，中度児と軽度で社
会性のない子どもを在学させている傾向がある。これからの養護学校は，中度児と軽度児で社会性のない子ども
を積極的に在学させ，地域の企業で働く子どもを多く出すようにし，明るいイメージの定着に心掛けてほしい。
１９８８年の第２６回大会進路指導の第１７回分科会では「一人ひとりの能力特性に応じた進路指導」がテーマであっ
た。そして，障害の重度化傾向がある反面，特殊学級からの入学者が増加してきており，個々の生徒の発達レベ
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ルにあった進路指導の進め方や現場実習，関係諸機関との情報交換，連絡調整等が取り上げられた。また，現場
実習に行けない生徒への校内実習のあり方や生徒の生き甲斐を求めた職場開拓の方法，アフターケアのあり方等
が協議された５７）。１９８９年の第２７回大会第１８分科会は，高等部教育として「豊かな未来をめざす高等部教育」がテー
マであった。同分科会は，幅広いテーマであったため，具体的な進路指導の問題は挙げられなかった５８）。
この時期の特徴として障害の多様化にともない進路指導の進め方が課題になっていた。また，生徒にあった職
場開拓や関係諸機関との連携を積極的に進める必要性が強調された。
 生徒による「自己選択・決定」に基づく進路指導（１９９０年代）
１９９０年代に入り，進路指導における生徒の「自己選択・決定」の理念が重視された。また，１９８９年の学習指導
要領の改訂で知的障害教育における職業学科の設置が明示された。同学習指導要領は，学年進行で高等部は１９９４
年から実施された。職業学科は，一般就労拡大のために設けられ，農業科，工業科，家政科が標準的な学科とし
て挙げられ，次のように規定された５９）。
精神薄弱者を教育する養護学校の職業教育を主とする学科においては，職業に関する各教科について，実験・
実習に配当する授業時数を十分確保するようにするものとする。なお職業教育を主とする学科のうち標準的なも
のは別表に掲げるとおりであるが，設置者においては，必要がある場合には，地域や学校の実態等に応じて，例
えば，商業科，水産科などの学科を設置することができる。
こうして知的障害教育は新たな局面を迎え，障害の多様化による教育課程の類型化が次のように規定され
た６０）。
生徒の心身の障害の状態及び特性，進路等に応じて適切な教育を行うため，多様な各教科・科目（精神薄弱者
を教育する学校においては，各教科。以下この款において同じ）を設け生徒が自由に選択履修することのできる
よう配慮するものとする。また，教育課程の類型を設け，そのいずれかの類型を選択して履修させることも差し
支えないが，この場合，その類型において履修させることになっている各教科・科目以外の各教科・科目を履修
指させたり，生徒が自由に選択履修することのできる各教科・科目をも設けたりするものとする。
この規定によって，一般就労と福祉就労を目指したカリキュラムに分けることが可能になり，軽度と重度の生
徒，それぞれの教育課程を設定してもよいことになった。そして，進路指導に関して次のように規定された６１）。
生徒が自らの在り方生き方を考え，主体的に進路を選択することができるよう，学校の教育活動全体を通じ，
計画的，組織的な進路指導を行うこと
こうして，進路指導は一人ひとりが自己を理解し，生徒自らが将来の進むべき道を選択し，自ら決定できる能
力を育てるとともに，自分の生きがいと深く関わる自覚を深めさせる指導であると位置づけられた。そして，そ
のために個々の生徒の特性等を的確に把握し，個性の伸長を図るとともに，生徒が自己の特性について理解を深
め，将来の学校や職業等に関する情報を収集・活用し，進路相談などを通じて進路の選択・決定できるように指
導援助してく必要があるとされた。さらに，進路指導を効果的に進めるために学校全体の取り組み，家庭や地域
社会，関係諸機関との連携の必要性が掲げられた６２）。
盲学校，聾学校及び養護学校の高等部における職業教育等の在り方に関する調査研究協力者会議は，１９９６年に
「盲学校，聾学校及び養護学校の高等部における職業教育等の在り方について」を報告した。同報告において，
社会的な自立を進めるためには社会経済の進展や生徒の実態の変化等に対応した適切な教育を行う必要があると
した。そして，高等部における障害の重複化，多様化に対応して職業的な自立を推進するための課題として，次
の５点が挙げられた。新たな職域・職種の開拓，専門的な職業能力の育成，職業教育の多様化，企業等
との連携強化，総合的・体系的な取り組みの推進。また，具体的施策として，次の９点が挙げられた。学科
等の再編成，学校間等の協力体制，専攻科の整備，現場実習の拡充，教育内容・方法等の改善，進路
指導の充実，卒業者への追指導の実施，担当教員の資質向上，	社会への理解啓発。このうち，進路指導の
充実については次の４点が必要とされた。ア．望ましい職業観，勤労観の育成，イ．校内進路指導体制の確立，
知的障害教育における進路指導の変遷
―５１―
ウ．企業との連携・協力体制の整備，エ．情報提供の整備６３）。
このような学習指導要領の改訂について，田中は知的障害児の基礎学力の形成を犠牲にして職業教育の強化を
図り，その特殊化を進めるものであると批判した。田中は，職業教育が本来的に備える社会適応的本質は，能力
によって子どもを分断し，固定化する危険性を常に持っていると指摘した２）。また，鎌田章代が１９９８年に全国の
知的障害養護学校に行った調査では，職業学科の設置について重度の生徒が多い学校や地場産業のない地域で就
労が困難なところでは疑問を示す学校が多かった。そして，教育課程を軽度と重度の生徒とで分けることが高等
部教育としてよいのか，といった青年期教育の観点から悩んでいる学校もみられた６４）。
労働施策の面では，１９９８年に「障害者の雇用の促進等に関する法律」が改正され，算定基礎に知的障害者を加
えた法定雇用率を設定し，雇用義務化された６５）。これにより，身体障害者雇用促進法が１９６０年にできて以来，約
４０年かかって知的障害者が同等の位置づけを獲得したのであった。
この時期の全日本特殊教育研究連盟全国大会について以下，概括する。１９８９年の第２８回大会１４分科会のテーマ
は，「能力・特性に即した高等部教育」であった。次の２つの柱「障害の多様化に伴う教育課程の工夫」と「進
路の実情と高等部教育」に沿って協議された。その中で，埼玉大学の清水寛は高等部教育を青年期教育として全
人的発達を図るよう，提言した６６）。同大会の進路指導第１８分科会では「一人一人を生かす進路指導」がテーマで
あった。研究協議では，進路指導を進める上での能力・適性の診断と活用の問題，保護者との連携問題等が挙げ
られた。また，実践報告では秋田県立比内養護学校が県下では唯一の高等部設置校であり，県下全域から生徒が
来ており，全寮制の中・軽度児を対象としていると報告した６７）。このことから，高等部設置校が少ないことが対
象児の限定につながるといった問題が窺われた。１９９０年の第２９回大会第１６分科会では「能力，特性に応じた高等
部教育」がテーマであった。研究協議では，多様化に伴う教育課程の工夫，進路の実情と高等部教育の在り
方が検討された。そして，卒業後の受け皿不足，保護者や地域関係機関との連携の必要性が挙げられた６８）。１９９１
年の第３０回大会第１６分科会では「一人一人の能力・適性に応じた進路指導」がテーマであった。教育現場では，
就職だけでなく施設入所が希望どおりにならないこと，卒業後を見通した在校時の指導の必要性などが問題点と
して挙げられた。そして，徳島県立国府養護学校では障害の重度化，多様化する生徒に対して，生きる力を培う
ために生活する力，自己表現する力，働く力の３つの視点から教育課程を類型化していた６９）。これらの協議内容
からわかるように，障害程度によって教育課程が類型化され，各々の進路先について施設を含めた進路指導が行
われていることが窺われた。１９９２年の第３１回大会第１５分科会では，「能力，特性に即した高等部教育」がテーマ
であった。実践報告として，本人の能力の他に，家庭の支える力，職場の支える力，地域の支える力が必要であ
り，この力を育てるための進路指導の充実が課題に挙げられた。また，福岡県立福岡高等養護学校は，軽度知的
障害のみを対象に，社会的，職業的自立を目指して専門的職業技能を習得するためにコース制による職業教育に
重点を置いた指導を行っていた。協議において，様々な能力や障害の程度が違う生徒が一緒に学び合うことで人
間的に大きく成長し，社会に出てからもお互いに協力し合う，より良い人間関係が作られる，といった意見が多
かった７０）。したがって，高等養護学校のような軽度障害の生徒を対象にした就労を目指した教育実践が行われる
一方で，障害が多様な生徒が在籍している学校では共に学び合う，青年期教育の観点が重視されたと言えよう。
また，地域で支える力，すなわち地域支援の必要性については２０００年代の進路指導における重要な実践課題とさ
れている７１）。このことから，地域支援の課題は１９９０年代初めに顕在化して今日に至っていると言えよう。また，
同大会の進路指導第１７分科会では「一人一人を活かす進路指導」がテーマであった。生徒の障害の重度化や多様
化が進み職場開拓が困難になったこと，彼らの進路指導の在り方等が取り上げられると共に，「自立」の意味に
ついて検討する必要があると提案された７２）。１９９３年の第３２回大会でも昨年度に引き続き「能力，特性に即した高
等部教育」がテーマであった。障害の重度化，多様化にともなって就労や福祉関係の進路先の選択が限定され，
進路の確保が困難であるという問題や，高等養護学校の職業学科における職業的自立を図ることが課題に挙げら
れた７３）。また，同大会の進路指導第２０分科会では，昨年度に続き「一人一人を活かす進路指導」がテーマであっ
た。進路先である一般就労と福祉就労のいずれも困難な状況であり，進路先が決定しない，といった実践上の課
題が挙げられた。そして，助言者から進路指導体制の確立や，他機関との連携や地域での進路ネットワーク作り
が課題であると指摘された７４）。１９９４年の第３３回大会第１５回分科会においても，「能力・適性に即した高等部教育」
をテーマとし，副題に高等部教育課程の編成を目指すことが掲げられた。滋賀県立八日市養護学校では教育理念
を青年期の人格形成の課題として自己決定できる力をつけることに置き，従来の職業的自立から脱却し，重度の
生徒にも対応できる新たな理念の構築として「自己選択・決定」を重視した教育が報告された７５）。１９９５年の第３４
回大会第１８分科会では「一人一人を生かす進路指導のあり方」がテーマであった。研究協議の一つに，高等部の
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進路指導と小学部・中学部との連携が取り上げられ，小学部入学から，高等部卒業までの学部間の連携の重要性
が挙げられた７６）。１９９６年の第３５回大会進路指導の第１６分科会では，「一人ひとりを活かす進路指導」がテーマで
あった。山口大学附属養護学校は，小・中・高の一貫教育を行って進路指導の実践を報告した。また，本人を取
り巻く人間や社会の認識が自己理解の指導との密接な関係や，子どもの自己決定に関わる周囲の働きかけの重要
性が指摘された７７）。１９９７年の第３６回大会第１６分科会では「能力・適性を生かす指導」がテーマであった。進路指
導のあり方として，地域ネットワークの構築と地域資源の活用を図り，進路先開拓，定着支援，家庭の支えが弱
い生徒や卒業生への支援の必要性が報告された。また，障害の重度・多様化が進む中で全ての生徒に現場実習を
用意することが課題に挙げられた７８）。１９９８年第３７回大会進路指導第１５分科会では「豊かな生活と進路指導」がテー
マになった。進路指導の役割は，本人が納得して進路を自ら選択する助けとなる教育的働きかけであると報告さ
れた。卒業後の進路先を決めるだけでなく，豊かに職業生活を送るために，生活，コミュニケーション，意欲，
余暇，仲間，QOLといった生きる力を伸ばし幅を広げるという視点が挙げられた。進路指導の中に，進路学習
を明確に位置づけて，教師間，学校間の情報交換や地域の関係機関との連携が大切であるといった意見がみられ
た。そして，助言者から福祉部門と雇用部門など地域ネットワークの活用や移行支援システム作りなどが提言さ
れた７９）。
こうして，１９９０年代における全日本特殊教育研究連盟全国大会の報告からわかるように行政施策とは異なり，
進路指導は障害の重度化，多様化にともない一般就労だけでなく福祉就労が課題になっていった。そして，１９９０
年代後半になると，社会への移行支援を円滑にするために学校間，家庭や地域関係機関との連携するためのネッ
トワークづくりの重要性が取り上げられ，２０００年代における継続課題になっていった。
おわりに
筆者は，知的障害教育における進路指導の変遷を職業教育の目的と関連づけて調べ，特別支援教育における進
路指導の在り方について検討することにした。そして，教育対象の重度化，多様化が顕著になった１９７９年の養護
学校教育義務制実施以前と以後とを境にして進路指導の捉え方が異なっていったのではないかと推測して，次の
２つの時期に大別した。
１．養護学校教育義務制実施以前の進路指導（第２次世界大戦後～１９７９年３月）
２．養護学校教育義務制実施以後の進路指導（１９７９年４月～１９９０年代）
各時期における教育行政施策と教育実践の状況について検討した結果，教育対象の多様化が進路指導の内容や
職業教育の目的に影響を及ぼしたと考えられた。戦後から１９６０年代にかけて，教育対象は軽度の者が中心であり，
「職業指導」の名称のもとで一般就労が目指された。第２次世界大戦後から１９５９年においては中学校特殊学級を
中心に進路指導が行われ，教育目的は職業教育を中心にした「職業的自立」であった７）。養護学校の整備，拡充
期である１９６０年から１９６９年においても「自立的な生活」とは職業生活を意味していた１６）。旧労働省は，知的障害
者の経済的自立を図るために教育機関と職安等との連携強化を図り，雇用促進を掲げた１７）。だが，１９９２年になっ
て知的障害者が雇用率に算定されるまでは身体障害者中心の雇用施策が行われ，労働行政による知的障害の就労
支援は消極的であった。こうして，都道府県による養護学校設置義務が延期されたことで中学校特殊学級が教育
の中心であったこと，社会情勢が厳しいなかで行政の就労支援策が身体障害者のみで知的障害者への対応がなさ
れなかったことから，学校現場は「現実社会の厳しさ」を教え込み，一般就労を目的に置いた職業教育が行われ
た。
１９７０年代に入り，養護学校拡充期の１９７０年から１９７９年にかけて，中学校特殊学級から養護学校へと教育の場が
移行するにつれて教育対象に変化がみられていった。教育対象の多様化が教育問題として顕在化したのは，養護
学校教育義務制実施以前であった。１９７２年に教育課程審議会が「盲学校，聾学校および養護学校の教育課程の改
善について（高等部）」を答申した中に既に障害の多様化を取り上げ，一人ひとりの生徒の能力・適性に即した
教育を行う必要があるとした３１）。しかし，進路指導は就労することに主眼が置かれ，軽度の者と重度の者とを分
け，教育課程の多様化を図る必要があるとされ３２），養護学校高等部学習指導要領の教科「職業」において現場実
習等を増やして実際的な能力を高める進路指導が重視された３３）。このことから，重度・重複障害児の教育問題が
取り上げられたものの３４），進路指導は就労を軸に軽度の者を中心に行われていたと言えよう。
１９７０年代後半になり，学校現場では「本人による進路の選択・決定」を重視する，といった考え方がみられ，
重度・重複障害児の後期中等教育問題と関連づけられた３８）。そして，養護学校高等部再編化が行われた時期であ
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る１９７９年から１９８９年において，障害の重度化・重複化が教育問題として顕在化し，進路指導の在り方が問われた。
教育実践現場の動きについて「精神薄弱教育研究大会」からみると，「一人ひとりの実態に即した進路指導」（１９８１
年）４９），「一人ひとりに生きがいをもたせる進路指導」（１９８２年）５１），といったテーマのもとに一般就労問題や福祉
関係諸機関との連携が課題になっていた。特に，１９８０年代後半には一般就労問題と並んで現場実習に行けない生
徒の校内実習のあり方やアフターケアの在り方が等が協議された５７）。このことから，学校教育現場では多様な子
どもたちの進路先に苦慮していたことが窺われた。
一方，教育行政において進路指導と「自己選択・決定」を関連づけた学習指導要領が示されたのは１９７９年の改
訂においてであった。その中で進路指導は「個々の生徒が自ら将来の進むべき道を選択し，決定できるようにす
るとともに，自分の生きがいと深く関わる進路についての自覚を深めさせる」とされた。そのために，「個々の
生徒のもつ能力・適性，興味・関心，意欲等を的確に把握し，全人的な生徒理解に基づいて適切な進路指導を進
めなければならない」と記された４０）。しかし一方では，１９８２年の特殊教育研究調査協力者会議において，後期中
等教育の在り方として「職業教育を中心とした教育を行うことにより，可能な限り社会的自立を促すことが望ま
れる」，と報告された４３）。その後，１９８８年の教育課程審議会特殊教育部会で「盲学校，聾学校及び養護学校の基
準の改善について」が答申され，高等部における職業教育の充実を図るとされた４５）。そして，職業への意欲や態
度を重視した普通科での進路指導を特徴としていた知的障害教育において画期的な変化がみられた。それは，１９８９
年に職業学科の設置を明記した学習指導要領が告示されたことであった５９）。これ以降，教育行政施策は職業学科
の設置増進を推進して今日に至っている。このような一連の行政施策をみると，障害の重度・重複障害児の教育
問題が取り上げられたものの，社会的自立（職業的自立）を目的に置いた職業教育を中心に進められたと言えよ
う。
１９９０年代に入り，学校教育現場では多様な生徒（軽度並びに重度）の卒業後の社会生活が課題になり，進路指
導と職業教育とを直結して捉えるのが困難になっていった。生徒の「自己選択・自己決定」が重視され，個々の
生徒にあった教育課程が検討された。高等養護学校のように軽度の生徒のみを対象にした学校では一般就労が目
指されたが，重度の生徒と軽度の生徒が共に在籍している学校では教育課程の類型化が行われたり，各々の生徒
にあった進路先として一般就労だけでなく施設の開拓が課題になった６９）。また，生徒個人の問題として捉えるだ
けでなく，地域支援の観点７０）や「自立」の意味が検討され７２），職業教育と進路指導との関係が問い直された。
以上のことから，特別支援教育の理念である「一人一人の教育的ニーズに応じた支援」を実現するためには，
一般就労を目的においた職業教育中心の行政施策を転換する必要があろう。そして，「社会への移行支援」の観
点から，重度の生徒を含めた多様な生徒の教育的ニーズに応える個別移行支援計画や個別の教育支援計画の枠組
みの中で進路指導を捉えるべきであろう。
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Abstract
The author investigated in relation to occpational education about the history of career guidance of
mental retardation education. The result was as follows. Guidance counseling of mental retardation was
performed by relating with occupational education. The problem of diversification of mental retardation re-
sulted in change to career guidance of administration and practice. Administration promoted typification of
a curriculum, and installation of the occupation subject of study. In the education of mental retardation,
general working and welfare working aimed at it, and carrying out self-determination of the course point
was thought as important. Administration was thinking occupational independence as important consistently
in the history of career guidance. As for the education of mental retardation, diversification was actualized,
the meaning of independence was examined and local support and making a Network were taken up by
the subject. From these results, the consciousness about career guidance of the education of administration
and mental retardation differed. Administration had caught career guidance for the educational purpose in
occupational independence. As for the education of mental retardation, the meaning of independence is ex-
amined and the importance of transition support began to be recognized. It was considered that the differ-
ence among such both has brought about argument of the state of career guidance.
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（Keywords : Education of Mental Retardation, Career Guidance, Occupational Education）
＊Naruto University of Education
―５７―
